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総 論
１ 目的
本マニュアルは、「島根県新型インフルエンザ対策行動計画（案）（平成２０年９月）」（以下「行動計画案」という。）に基づき、新型インフルエンザの各発生段階において庁内各部局が行うべき対応をあらかじめ定めることにより、新型インフルエンザ発生時に迅速かつ適確な対策を実施することを目的とする。
２ 前提条件
本マニュアルの作成に当たって想定する新型インフルエンザの流行規模は、行動計画案で想定する規模とし、各種対応については、現時点で示されている国の通知、ガイドライン等を参考とする。
３ 構成
新型インフルエンザの発生段階を「①未発生期、②海外発生期、③国内発生期、④県内発生期、⑤大規模流行期」の５つに区分し、各段階における対応を明記する。
なお、各部局は、本マニュアルを実行するために必要な詳細マニュアルまたは手順書等を必要に応じて整備する。
４ 見直し
本マニュアルは、国の行動計画、ガイドライン等の改正、あるいは新型インフルエンザに関する科学的知見の蓄積、また訓練等の実施結果等に基づき、適宜見直しを行う。

社会福祉施設等対応マニュアル

１　目的

新型インフルエンザの発生により、社会福祉施設でも患者が発生することが予測されるため、施設内への侵入防止対策や、施設内における感染拡大防止対策を実施するとともに食料供給の確保等のライフライン維持などを定めたＢＣＰ（事業継続計画）により事業を継続させる必要がある。
２　各発生段階における対応
（１）各段階共通の対応
ア　感染予防・感染拡大防止のための体制整備等の指導
・食料供給の確保等のライフライン維持や、職員の勤務体制などＢＣＰの考え方に基づき、施設としての運営が継続できる体制を整えるよう指導する。
・新型インフルエンザに関する情報を所管施設へ提供し、その正しい知識の普及を図るとともに、マスク、手洗いや「咳エチケット」、体液や排泄物の取り扱い等、基本的感染予防策を徹底するよう指導する。
・手指消毒用のアルコール製剤を各部屋入り口等に配置し、感染防御に努めるよう注意喚起を行う。
・短期入所の受入れ、家族との面会（入所施設のみ）等で外部の者が出入りする場合、体温測定を行うなど、来訪者がインフルエンザ様疾患に罹患していないことの確認を行うよう、施設に対し指導する。

・感染が拡大した場合に備え、人的・物的両面で感染拡大防止体制を整備するよう所管施設に指導する。特に入所施設に対しては、罹患者が病院に入院できない場合に備え、施設内において罹患者を隔離できる体制を整えるよう指導する。
・職員が罹患した場合は、入所者の健康管理を厳重に実施する。（県内発生期以降）

・利用者及び職員について、新型インフルエンザ疑い患者が発生した場合、直ちに保健所へ通報するよう、所管施設に対し指導する。（海外発生期以降）
・上記通報を受け保健所が初動調査（症例調査、接触調査等）を実施する場合は協力するよう、指導する。（県内発生期以降）
・嘱託医を設置する施設については疑い患者が発生した場合には嘱託医の指示に従う。
　　イ　施設利用者又は職員に感染の疑いが発生した場合の対応にかかる指導
・各所管施設との密接な連絡体制を通じて、以下の区分により、対応について指導を行う。
　○施設利用者
　　通所施設：感染が疑われる場合は確実に休ませ、発熱外来を受診するよう指導する。

　　入所施設：早期に隔離し、医師の診断を受けさせる。
　○職員
　　感染が疑われる場合は確実に休ませ、医師の診断を受けるよう指導する。
　　ウ　施設利用者又は職員に患者等が発生した場合の対応にかかる指導
・各所管施設との密接な連絡体制を通じて、以下の区分により、対応について指導を行う。

　○施設利用者

　　通所施設：施設通所者に患者等が発生した場合は、当該患者等が全治するまで、確実に通所者を休ませる。

　　入所施設：患者等が医療機関に入院できない場合は、施設内において完全隔離する。この場合、身体拘束等のないよう、人権に特段の配慮を行う。

　○職員

　　　施設職員に患者等が発生した場合は、当該患者等が全治するまで、確実に施設を休ませる。

（２）新型インフルエンザ未発生期
　　ア　施設に対する周知啓発
· 各施設に対し、新型インフルエンザについて周知を行う。

· 通常のインフルエンザと同様に感染防御に努めるように指導する。
· 施設ごとに対応マニュアルを作成するよう指導する。

・新型インフルエンザに関する予防と対応の基礎知識を啓発する。
・発生した場合に備え、県からの要請を混乱なく受けられるように事前に連絡体制を整備する。
・職員の罹患や罹患した家族の看病等で、一時的に多数の職員の欠勤が予想されることから、職員が欠勤した施設における運営体制について、具体的方策を検討する。
（３）海外発生期
　　ア　情報の提供
　海外での発生状況について情報提供する。
　　イ　施設における感染防止

　　　【施設への要請】
· 施設内対策会議を設置し、今後の対応を検討する。

· 職員に新型インフルエンザの情報を正確に伝達する。
· 職員に対して、職員・利用者の感染防御や健康状態の把握を行うように注意喚起する。
· 職員の発生地域への渡航の自粛をする。
· 利用者の家族等への周知・情報提供をする。
· 職員、利用者に新型インフルエンザと思われる症状が発生した場合は速やかに発熱相談センターに相談するように指導する。
（４）国内発生期

　　ア　情報提供
　　　　国内での発生状況について情報提供する。
　　イ　施設における感染防止

　　　【施設への要請】
(ｱ) 危機管理体制の確認

· 各施設における新型インフルエンザの対応マニュアルの確認をする。
· 新型インフルエンザ流行時の施設運営体制を確認する。
(ｲ) 利用者の家族への情報提供

　海外、国内での新型インフルエンザの発生状況や予防のために必要な留意事項など、得られた情報について、速やかに情報提供する。
(ｳ) 施設内での感染拡大予防のための措置

· 通所施設においては、感染症の発生状況や通所者等の状況を考慮しサービス提供の縮小、一時中止等を検討する。

· 利用者、職員に対し、マスク、手洗いを行い、咳エチケットに心がけるよう指導する。
· 職員に対して、新型インフルエンザに関する情報を正確に伝え、情報を共有化する。
· 職員に対して、職員・利用者の体温を毎朝測定し、健康状態の把握に努め、インフルエンザ様症状の早期発見するよう注意喚起する。
· 施設内立入り者の予防対策の徹底を要請する。
· 発生地域から帰県した職員に対しては、新型インフルエンザ様症状を呈した場合に、直ちに医療機関等で受診するようあらかじめ指導する。
(ｴ) 施設運営体制の整備と必要な事項の指示徹底

· 職員が罹患した場合や家族の看病等で、一時的に多数の職員の欠勤が予想されることから、職員が欠勤した場合に備えた体制を確認する。
(ｵ) 居宅系サービスの措置（県内発生期・大規模流行期も同じ）

　上記(ァ)～（ェ）の措置に加えて、居宅系サービスについては、次の事項に留意するよう要請する。

· サービス提供にあたっては、職員から利用者への感染に十分に注意し、職員は必ずサージカルマスクを着用する。

· 職員に新型インフルエンザと思われる症状が発生した場合は、一時サービスを停止し、他の職員やその職員がサービス提供した利用者の感染等の確認を行う。

· サービスを停止する間は、担当ケアマネージャー等に連絡の上、代替サービス事業者を確保する。

　　ウ　相談体制（国内発生期以降）

　　　　・施設・居宅サービスの提供について、事業者向け相談窓口を本庁所管課に設置する（土日対応も含む）。
· サービス提供体制の維持・継続の可否について情報収集をする。

（５）県内発生期
　　ア　情報の提供
· 県内での発生状況等の情報提供をする。
　　イ　施設における感染防止

　　　【施設への要請】
(ｱ) 危機管理体制
· 職員に対して、新型インフルエンザに関する情報を正確に伝え情報を共有化する。
· 対応マニュアルを職員に徹底する。
(ｲ) 利用者の家族への情報提供

県内での新型インフルエンザの発生状況や予防のために必要な留意事項など、得られた情報を速やかに情報提供する。
(ｳ) 施設内での感染拡大予防のための措置

· 通所施設においては、感染症の発生状況や通所者等の状況を考慮しサービス提供の縮小、一時中止等を検討する。

· 不要不急の外出を自粛する。
· 施設内での健康観察を発熱・頭痛・倦怠感等のインフルエンザ症状の有無を慎重に行い、インフルエンザ様症状の早期発見を行う。
· 発生時には、パニックをおこさず、正しい情報に基づき、医療機関と相談の上適切な判断・行動をとる。また保健所と連携をとって対応する。
· 利用者・職員に新型インフルエンザ様症状が発生した場合は、速やかに発熱相談センターに相談する。
· 利用者・職員の新型インフルエンザへの感染に係る医師からの届け出を受け、保健所が実施する疫学調査へ協力する。
· 新型インフルエンザ患者が発生した場合、感染症法に基づき、入院勧告等の措置が講じられることから、感染症法に基づく要請に対して速やかに協力する。
· インフルエンザ患者及び患者と接触した者が関係する施設等についての臨時休業やインフルエンザ様症状の認められた従業員の出勤停止や家族等の面会制限について確認する。
· 施設内で患者が発生した場合に、他の入所者に感染しないよう個室に移動させる等の対応を行う。
(ｴ) 施設運営体制と必要事項の指示徹底

· 利用者・職員にインフルエンザ様症状が発生した場合は、速やかに保健所へ相談する。
· 保健所からの助言を受け、施設の衛生管理を行う。
（６）大規模流行期
　　ア　情報の提供

· 県内での発生状況や予防のために必要な留意事項などを施設等の関係者へ迅速かつ正確に情報提供を行う

· マニュアル等により速やかに対応するよう依頼する

· 施設は、発生状況等について速やかに担当課へ報告する

　　イ　施設における感染拡大防止
　　　【施設への要請】
(ｱ) 危機管理体制
· 職員に対して、新型インフルエンザに関する情報を正確に伝え情報の共有化を図る

· 職員の安否を確認する

(ｲ) 施設内での感染拡大予防のための措置

· マスク、手洗いを行い、咳エチケットを心がけるよう徹底する

· インフルエンザ患者及び患者と接触した者が関係する施設等についての臨時休業やインフルエンザ様症状の認められた従業員の出勤停止や家族等の面会制限について対応する。
· 施設内で患者が発生した場合に、他の入所者に感染しないよう個室に移動させる等の対応を行う。
· 医療機関への入院ができない場合、施設内で、最大限適切な医療を確保する
発熱相談センター設置マニュアル

１　設置目的

　発熱相談センターは、新型インフルエンザ発生時に住民への正確な情報の提供、疑わしい症例の発熱外来への誘導及び県民の不安解消のための相談窓口として設置する。特に正確な情報の提供と、発熱外来への誘導はパニックの防止、感染拡大防止のために重要である。

２　設置場所

　県庁及び各保健所に設置し、発熱相談センター用の電話番号を設定する。必要に応じ電話回線の増設を検討する。また、市町村へ設置の依頼を行う。

（設置場所と電話番号リストを作成する）

３．設置期間及び相談時間

　島根県危機管理対策本部の指示により、海外発生期段階から新型インフルエンザの流行が終息するまでの間設置する。

海外発生期においては県庁（１カ所）のみに設置する。国内発生期段階からは、県内全ての保健所等に設置する。

発熱相談センターの設置時間は以下とする。

	
	海外発生期
	国内発生期
	県内発生期
	大流行期

	県庁
	8:30-17:00
	24時間
	24時間
	24時間

	保健所
	－
	8:30-17:00
	24時間
	24時間


　　　※市町村の設置期間・時間は保健所に準ずる。

４　各発生段階毎の対応

（１）新型インフルエンザ未発生期

　　ア　発熱相談センターの設置体制の確保

・保健所に発熱相談センターを設置するため、必要な準備をする。

・電話対応時に想定されるＱ＆Ａや電話録取票様式を作成する。

・発熱相談センターで対応するスタッフに対し、新型インフルエンザ及びＱ＆Ａ等について研修を行う。

・市町村に対しても、研修への参加を促す。

（２）海外発生期

　　ア　発熱相談センターの設置等
・県庁に発熱相談センターを設置し、業務を開始する。

・保健所での設置に備え、電話回線の増設等を行う。

・保健所から市町村に対し、設置の準備を依頼するとともに、設置場所と電話番号リストを作成し、広報・周知を図る。

　
　イ　対応する相談内容

・外国からの帰国者等の感染疑い者に対しての、感染の可能性の有無の相談。

・疑わしい患者に対しての適切な指導。

・感染リスクの高い国の情報提供と感染防止対策。

・新型インフルエンザの正しい知識の提供。

（３）国内発生期以降

　　ア　発熱相談センターの設置等
・保健所及び市町村に発熱相談センターを設置し、業務を開始する。

　　イ　対応する相談内容

・疑わしい患者を発熱外来へ受診誘導。

・新型インフルエンザの正しい知識の提供。

５　スタッフの確保等
・保健所以外の職員また外部からの応援態勢をとる必要があるため、あらかじめ相談センターを担当するスタッフの名簿を作成しておく。

・相談にあたるスタッフには１名程度の医療専門知識を有した者を配置する。

・２４時間対応とするため、３交代制をとる。

・登録された相談スタッフは、Ｑ＆Ａ集や各種資料により新型インフルエンザに対する適切な知識を得ておくようにする。

（スタッフ用Ｑ＆Ａ集、新型インフルエンザに関する資料作成）

６　発熱相談センターの広報

　県及び市町村は、ホームページ、広報等を活用して新型インフルエンザに関する相談を発熱相談センターにするように地域住民へ周知する。特に、疑わしい発熱を有する患者は、発熱相談センターの指示により発熱外来を受診するように呼びかける。       （広報のひな形）

７　情報の収集
・住民への正確な情報を提供するため、発熱外来の設置状況、患者の発生状況、入院病床の確保状況についての情報を収集する

・Ｑ＆Ａ集に無い相談を新しく追加する。

８　対応状況の報告

(1)発熱相談センター（保健所・市町村）は、以下の運用状況を毎日15時に集計し報告する。

　・相談内容別に集計した相談件数。（集計様式）

　・住民から寄せられた、地域の状況、患者に関する情報など。

　(2)保健所は、市町村対応分も含む圏域内の状況を取りまとめて健康推進課へ報告し、健康推進課は、県内の状況を取りまとめて本部へ報告する。ただし、緊急事項については、その都度報告する。

